
熊労発基 0925第 1号

令和 6年 9月 25日

各   位

熊 本 労 働 局

熊本県最低賃金の改正に係る周知広報について (協力依頼)

平素より熊本労働局の行政推進につきまして、格別の御理解、御協力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

さて、熊本県最低賃金につきましては、令和 6年 10月 5日 から時間額 952円 (898'円から 54円
引上げ)に改正されることとなりました。最低賃金を遵守していただくためには、当該最低賃金
を迅速かつ確実に対象となる事業主及び労働者に周知することが重要です。

つきましては、この趣旨を御理解いただき、下記事項により傘下の事業場に対して最低賃金を

周知していただきますようお願い申し上げます。

また、厚生労働省では最低賃金引き上げに向けた中小企業への支援事業 (「働き方改革推進支援
センター」事業及び「業務改善助成金」)を実施しており、同センターでは、「業務改善助成金」
の申請に対するサポートも行っております。これらの周知につきましても、御協力を賜りますよ

うお願い申し上げます。

なお、熊本労働局ホームページに、賃金引上げ特設ページを開設し、熊本県よろず支援拠点を

はじめとした各種相談窓口の紹介など、賃金引上げのために参考となる情報を掲載していますの

でご活用ください。

記

1 広報誌 (紙)等への掲載依頼
貴団体の広報誌 (紙 )、 ホームページ等に、裏面広報用文案を参照の上、周知広報をお願いし
ます (なお、掲載いただきました際には、お手数ですが、当該掲載物又は該当部分の写し等を
下記担当部署までお送りいただきますと幸いです)。
また、テレビ、ラジオ番組等に広報枠をお持ちの場合は、広報内容に入れていただくようお
願いします。

2 ポスターの掲示及びリーフレットの配布
別途お送りする広報用ポスターを掲示していただくとともに、来所者などへのリーフレット
の配布をお願いします。

3 その他
貴団体主催の行事等において、最低賃金額及び支援事業の周知をお願いします (御要望があ
りましたら、当局より担当者を派遣いたします)。

(担当部署)

〒860‐ 8514熊本市西区春日 2‐ 10‐ 1熊本地方合同庁舎 A棟 9F

熊本労働局労働基準部賃金室

月豆言舌  096‐ 355‐ 3202 FAX  096‐ 353‐ 6621

題
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必ず千ェック最低賃金 r使用者も、持働者も

熊本県最低賃金が改正されますも

時間額 952円 (令和 6年 10月 5日から)
この最低賃金は、県内すべての事業所、労働者に適用されます。

詳しいお問合せは、熊本労働局労働基準部賃金室 (096-355-3292)

又は最寄りの労働基準監督署にお尋ねください。

1-1 最低賃金広報用文案 (10月 4日 掲載の場合です。)

1-2 最低賃金広報用文案 (10月 5日鉱降掲載の場合です。)
必ヴ千=w'最低賃金 f使用者も、特働者も
熊本県最低賃金が改正されました。

時間額952円 (令和 6年 10月 5日 から)
この最低賃金は、県内すべての事業所、労働者に適用されます。

詳しいお問合せは、熊本労働局労働基準部賃金室 (096-355-3202)

又は最寄りの労働基準監督署にお尋ねください。

2 中小企業支援事業広報用文案
中小企業の最低賃金弓I上げを支援する「業務改善助成金」をご活用

ください !

事業場内最低賃金を30円以上引上げ、生産性向上のための設備投資などを

行った場合ヽその設備投資などの費用の一部を助成します。

助成対象の事業場は、熊本県 (地域別)最低賃金 (R6。 10.5か ら952円 )と
事業場内最低賃金の差額が 50円以内の事業場です。

熊本県の場合、事業場内最低賃金が 900円以上 950円未満の事業場の助成

率は 5分の 4(生産性要件を満たした場合は 10分の 9)、 950円以上の事業場
の助成率は4分の 3(生産性要件を満たした場合は5分の4)です。(いずれも

助成額に上限あり)

【厚生労働省ホームページ】「業務改善助成金」

【問い合わせ先】業務改善助成金コールセンター (0120二866-440)令和6年度のみ

【申請先】 熊本労働局雇用環境・均等室  (096-312-3556)、

働き方改革推進支援センターのご案内

熊本働き方改革推進支援センターでは、就業規則の作成方法、賃金規定の見

直し、労働関係助成金の活用など「働き方改革」に関連する様々なご相談に総

合的に対応し、支援しています。「業務改善助成金」に関する各種お問い合わせ

にも対応しております。

熊本働き方改革推進支援センター

〒860-0025 熊本市中央区紺屋町2-8-1 熊本県遺族会館 2-7
電話 0120-04卜 124
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最低賃金とはⅢ働くすべての人に賃金の最低額を保障する制度です。

最低賃金に

関する

特設サイト

最低賃金に関する

お問い合わせは

熊本労働局または

最寄りの労働基準監督署ヘ

賃金弓I上げ
特設ベージ
賃金引上げに向けた

支援策等を掲載しています。

賃金引上げ特設ページ

盤 辮 盤
最低賃金特設サイト 熊本労働局 Щ

0巨垂撒

中小企業事業者の皆さんヘ

業務改善
助成金

最大

600万円を
助成

Щ 颯
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「最低賃金講4度』は.
働くすべての人に.霞i鼻9.最 T懸―観:〔緑低算金額―l
吾f呆醇―する帝B属のことです!

年齢やパート・学生アルバイトなどの働き方の違いにかかわらず、

すべての労働者に適用されます。

(※ 1)

確認したい賃金を時間額にして、

最低賃金額 (時間額)と比較してみましよう :

円

時間給

円

(時間額)

1 時間給の場合 ＞
〓

円

口 給

時間

1日の平均所定労働時間

円

時間額

円

最低賃金額 (時間額)

2 日給の場合 ＞
〓

最 低 賃 金 額 と の 比 較 方 法 あなたの賃金と該選する都道府県の最低賃金額を書き込んでみましょう。(潮

円

月 給

時間

1か月の平均所定労働時間

円

時間額

円

最低賃金額 (時間額)

3 月給の場合 ＞
〓

4
上記 1,2,3 が
組み合わさつている場合

例えば、基本給が日給で

各手当 (職務手当など)が

月給の場合

0基本給(日給)→ 2の計算で時間額を出す
0各手当(月給)→ 3の計算で時間額を出す
00とのを合計した額 ≧最低賃金額(時間額)

(※ 1)最低賃金額との比較に当たつて、次の賃金は算入しません。

①臨時に支払われる賃金(結婚手当など)② lか月を超える期間ごとに支払われる賃金(賞与など)①所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金 (]寺間外割増賃金など)①所定労働日

以外の日の労働に対して支払われる賃金(休日割増賃金など)①年後10時 から午前5時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分(深夜割増賃

金など)①精皆勤手当、通勤手当および家族手当
(※ 2)詳細な計算方法や、歩合給の場合の計算方法などtよ労働局または最寄りの労働基準監督署へ

駈歴乳副蜀銘盤
中小企業事業者の皆さんヘ

賃金引上 Iザを支援する助威金を

積極的に活用しましよう。

面G0120‐366‐440

「業務改善助成金」とは

「業務改善助成金」は、生産性を向上させ「事業場内で最も低い賃金

(事業場内最低賃金)」の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支

援する助成金です。設備投資などを行つた場合、支給の要件に応じて

その費用の一部を助成します。

業務改善助成金
曝

業務改善ユカ成金
最大
600万円を
助成

業務改善動成金
コールセンター

詳しくは、こちら

I支給の要件

1

事業場内最低賃金の

号にLげ

◇

生産性向上に資する

機器・設備などを導入

4

解雇、賃金引下げ等の

不交付事由がない

設備投資等に

> 要した費用の

一部を助成

32

血 四
◇

引上げ後の

賃金額の支払い

回す

ロゴ

ロ=

助成金

支給まで

の流れ

1 43
交付申請書・

事業実施計画などを、

事業場がある都道府県

労働局に提出

＞
Ｒ

>＞
Ｒ

交付決定後、

提出した

計画に沿つて

事業実施

実施結果

報告書・

支給申請書を

労働局に提出

支給

中 Щ

2

中 Щ (R69)

専門家による

無料相談を

実施

働き方改革

推進支援
資金

賃金引上げにお悩みの方は働き方改革

推進支援センターにご相談ください。

働き方改革推進支援センター

日本政策金融公庫では、事業場内最低賃金の

引上げに取り組む事業者に対して、

設備資金や運転資金の融資を行つています。

働き方改革推進支援資金

μサイ列レ題性煙朔



令和う年度「業務改善軸成金」のご葉向

『業務改善動成金』は、生産性を向上させ、「事業場内で最も低い賃金 (事業場内最

低賃金)」 の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。   「

事韓場内最低賃金を一定額以上引き上げ、

設偏投資 (機構設備 〔※五)、 コンサルテイング導入や人材育成・教育

副練)などを行った場合に、その費用の一部を励成します。

吟■
詳しくはHPをご凝:ください : 輯

酌成金の

概専

賃金引上,f 識備投資等
置営搬資等E呼し驚

の 業務歌善酌威金 標索

30阿ヨ‐ス

３。
用
以
上

45円コース

４５
円
以
上

60阿コース

６。
円
以
上

90岡ヨース

９。
円
以
上

7 上

30万円 60万円

70万円 10

70万 110万円

100万円 1

150万円 160万円

60 110万円

90万円 160万円

150万円 190万円

90万円 170万円

150万円 240

270万 290万円

7 上

10人 上

600万円

― 内
の瓢 資金が

10人以上

2～ 3人
4～ 6人

1

450万円

50万

1 120万

130万円12

45万円

180

230万円

300万円

7入以上

2～ 3人

4～ 6人

4～ 6人

2～ 3人
1人

10人以上

7入以上

4～ 6人
2～ 3人
1人

以下の2つ0到年を
満た翔

・事業場内最低飼金と
熊本県地域劇最低賃
金398円(R5.10.8)と
の差勘 tSO円以内
【948円以下】
なお、R6.10.5以降
は畜確後の熊本県地
明 最低Я金952岡
との建がSO円以内
【虫′002円B〔下】

。中′Jヽ企業事業者である
こと

900岡 未満
9/10

900「I以上 950円未満
4/5(9/10)

950日以上
3/4(4ノ/5)

( )内 lな韓 牌 縫 浦たした

輪

'生

産出 とは、鰈 の決耳鶴

から毎出した、労皓 二人当た

りの付密n価値を機します。

助成金の支給申臓時の直近の決

算雪類に基づく生饉性と、その

3年度樹の決算脅類に基づく生

産性を比較し、郎 率が―定水

準を超えている場合等に、加算

して宝給されます。

1人

1人

引と上:fる
碕n昔徹

コーえ区分
励成上阻顔

※申請期限 :令和 6年 12月 27日

(※ 1)PC、 スマホ、タブレ叶つ新規購入、定員7人以上又は車両本体価格200万円以下の自動車な凛3「物1回開騰等要件Jに該当し賜 合
は対象になります。

「物価高騰等要件J :原材料翼の高騰など朴会的・経済的環境の変化等の外的要因により、申請前 3か月間のうち任意の 1月の利益率が
前年同月に比ぺ3%ポイント※以上低下している事業者         、
※「%ポイント (パーセントポイント)」 とは、パーセントで表された2つの数値の差を表す単位です。

◆ 熊本県以外の地域lこ事業場がある場合は、そd頓珈哄携錫J最低賃金鰯 されます。詳しくlよ該当の都道府県労働局Iお問い合わせ9差い。

O助成金受給の流れや申請先等については裏面をご覧ください。



◆ 予算の範囲内で交付する勘 、申講期間内に募集終 了する場合施 ります。

◆ 申請期限は令和 6年 12月 27日まで (事業完了期限 :令和 7年 1月 31日 )です。

ご留窟頂きたい事項

支幣口
ぶ

交付決定後、 労電山周に
を

報告

～お気軽にお問い合わせ徹挫い～

◆ 業潜改善酌成金コールセンタと倫湘6年4月開設予定)
電話番号 :0120i366日440(受付時間 平日8:30～ 17:15)

◆ 熊本働き方改革推進支援センター                            |
熊本市中央区紺屋町2‐8‐1熊本県遺族会館2‐7 電話番号 :0120暉041‐■24

日れ成金女総きでの流れ

A問い合わせ先

◆ 日本政策金融′ム`庫で1よ、事業場内最低賃金の弓I上Ы瓢又り組幡 に対して、設備資金や

運転l礎金の融資をそ■)ています。

詳しくは、日本政策金融公庫熊本支店、八代支店の窓口にお問い合樹Kはといと

働と有孜軍推進支援資金

～・業務B質善助威金の活用亭胴・～

軍 B露 破 水褥 韓 儀 の 導 入 nづ 凛轟酸 ●コンサ ル テイン クの 透 帰
争 後 1 によ る

=豊
億 ぬ 13,生

tr■ で ,1奪 目,'   I』 軍 A ttj!8人   〔事Bh弱 1淳 い笹 A雫 ,
I車 閉 F=ギ ,fそ τtt f a r■ ,有 t.こ 、,、たた

「
Ⅲ、1年

“

弟電 伊rみい た と
1、 事 将'(|→

手 iユ や ,葺
~ス
′う'あ ―十二め 、

`fe'ont‐
」 !・ ■ テ

´■をに
`1'い

:1手 fiえ 埼:.=tて ■生i

a寄 お鳴 こ■ 碩甘とし、11!!浄 し にい ヽ
「
Tも か4と 化したいこ 守 tま し

た .せ こ で、働 Eと と活用して B協 帰aホ 打はほの B入 及ひЯa藪 ● コ
ンサ ルテインク會活用しよしたと

猛轟 議 海
・

1,ft荘 l i5衰 卓   tそモr爵 館 19´ 1、   1學 r弔 ィ=i市 良,     
「

:聟 鶏´̀オ 年とオ タ ●碇→既 守(ヽ 再´営ntう .(こ こ f,D■
'3●

露ヽⅢ Ⅲ
I

■
',,‐

l、

'^41.歯
I二 よるII専 ,,■ 11''t,ギ t′ f■ ∴.           i

ェR「
=す
る為弱を主1重し、すエ アルどと

'ら ',主
裁I?な ど

'〉
たとヽと■え手

t′ 府,■
「
て、島盛とをる需してセルフで注文で奪るテーフルオ●ダーシ

ステムとい入しよした。

ii― ,1ィスタ_クご)′■●【Ht':i4テ・(:'「 を軍わt,こ

(μ l千 争「
〕工|ド |し|__  ____‐ ――

韓 韓

I′
持ヽ

'1,1,!!',

1

申
ユ
■ザrの 41子勢解
tiと ぅ、マrOI確 ふ

;'「 事り、 主tヽ
|う とヽ

`1=fr芸
i・
}:=｀
・
イ

与 ■
“

:よ 工″ ■
'や =母
A,iこ と こ B4,■ ● ■ F表 1_II■ 4■ r=.ォ ↓.■ :  :_

■ ;,V`ユ ■● :'Ⅲ キ「,テ 1 ■ .́r、 T F=Iャ ■Ⅲl' Jrfよ =J i .

a手,■
■#イイ■ギ魂■

翻|li:|:― 1干 田|,二Ii:‐
'itrli=i第

li■
3_111  `↓ と

叫 1   亀塾』田曰1出lrィ FT,ツ ,TirtrFiT甲 ITPr今∵rf_ |

o厚生労働省 /熊本労働局雇用環境・均等室
〒860-3514熊本市西区書日2丁目10-1熊本地ん合同,す含A棟9階 電話096-312-3556

(R6.9 iS)

イ ンター ネットで、活需 司籠 な助盛 金を機案

ゞ 韓

● ■

'´

ダう!=▼ )ヽ ′す・j■・  =`=1奉 砕 命 ▼ rr希 争 千i=
岳 :`たこrヤ :●

=>●
 ヽ ヶ  フ́ み 1珪

とら1とる工費 さら感尋工売

'伊
ナ;h→ た''の ケ=夕

r受 け綺碍′アヽ約 1?崎鳴
=o協



電子申請に当たっては、 【労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票印刷に係る入
力支援サービス】をご活用いただくことでスムーズに申請できます。

届出・

入力支援サービス

届出する の 成 印刷のほかてガイダン

文字サイズ 小 日 大

o警 型 蜂

スに基づき入力した1青幸晟

肇登ユニ重盤f義言=蝶

濯厩雪召昌贔掟豪暑堂整と茎寸F'蒸奎Я警葎雰祭鍵属斃高基蓬菫磐薯
不

を OV

※

です。

令和7年 二月1日より、以下の報告も電子申請が義務化されます。これらの報告に
も、入力支援サービスをご活用ください。

:楚覇櫂農蓼訴雇霙蓄
全管理
吉/衛生管理者/産業医?選任報告

:害警寒皇暴程縁蒼冨急糧瞑多昂痣箕累墜
査結果等報告

:τ梵濡濯藻墜繁銘頼秀:岳喜
■事業の附属寄宿舎内での災害報告

＼スマートフォンからの電子申請も可能です/
入力支援サービスを活用した電子申請はこちらから>

厚生労働省HPに リンクします

中藤岳t全串巣懸優落壌客経豊窺電森野釜写夢声ますので、作業の
二時

労鶴安全衛生法関係の届出・申請等帳票印用u

に係る入力支援サー ビス

電子申講に当たっては

をご活用くださぃ

●

霊′ 0 E′ 0
奉斎41,メ ,1-ヘ

と■中|ヽ と11庁 it´ 千̀い J,I手 _1,,;
■準 11生 メ ● :― ヘ
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0虜 ヨ輔 始 ・都道府県労働局 ,労働基準監督署



労働者死傷病報告の報告事項が改正され、

電子申請が義務化※されます
令租 7年 (2025年 )1月 1日 施行

事業主の皆 さまヘ

労働者が労働災害等により死亡し、又は休業したときには、事業者は所

轄の労働基準監督署に労働者死傷病報告を提出しなければなりません (労

働安全衛生規則第9フ条 )。

今般、労働者死傷病報告の報告事項について、災害発生状況をより的確

に把握すること等を目的として、以下のとおり改正します。

※ 経過措置として、当面の間、電子申請が困難な場合は善面による報告が可能です。

これまで自由記載であつた①、②、、③、⑤について該当するコー ドから選択できるようにな り、

④については留意事項別に記入できるように記入欄が 5分割されました。

労働者死傷病報告
①事業の種類
日本標準産業分類から該当する

細分類項目を選択してくださいも
(例 )製造業>食料品製造業>水産食
料品製造業 >水産缶詰・瓶詰製造業

画面白  「1健画日

※電子申請義務化に伴う略図の取扱いについて

_従前の手書きでの作成とは異なり、イラス ト等の
「略図」のデータを添付してくださぃ。「略図」

を手書き等で作成後、携帯電話等で写真を撮って

そのデータを添付していただいても構いません。

②被災者の職種
日本標準職業分類から該当する
小分類項目を選択してください。
(例)生産工程従事者>製品製造・加
工処理従事者 (金属製品を除く)>
食料品製造従事者

③傷病名及び傷病部位
該当する傷病名及び傷病部位を
選択してください。
(ヽ例)傷病名 :負傷 >切断
傷病部位 :頭部 >鼻

④災害発生状況及び原因
5つの記入欄にそれぞれ記入し
てください。

⑤国籍・地域及び在留資格
該当する国籍・地域及び在留資

格を選択してください。

「¬七し」とコ

④

⑤

詭::i
ミ
隆回□

室

主な改正内1容

口日
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電子申請に便利な入力支援サービスのご案内



中小企業等の健康づくりの支援を行う事業主団体等の皆さま 令和 6′年度版

団体経由産業保健活動推進助威金のご案内
傘下の中小企業等に産業保健サー ビスを提供 しませんか ?

団体経由産業保健活動推進助成金は、事業主団体等を通して、申小企業等の産業保健
活動の支援を行う助成金です。   

′

事業主団体等が傘下の中小企業等に対して、医師等による健康診断結果の意見聴耳又や
ストレスチェツク後の職場環境改善支援等の産業保健サービスを提供する費用 ,事務
の一部を委託する費用の総額の900/0(上限500万円 (一定の要件を満たした団体※
は|′009万円 )を助成します。 ※繕成事業主が50以上であること等
※ 1団体につき年度ごとに1回限りです。

次のうちいずれかであること

事業主団体等

事業主団体又は共同事業主であって、中小企業事業主の占める割合が構成事
業主等全体の2分の 1を超えていること等、一定の要件を満たす団体等

労災保険の特別加入H体
労働者災害補償保険法 (昭和22年法律第50号)第,3条第3号に掲げる者の
団体または同条第5号に掲げる者の団体であって、二定の要件を満たす団体

サービスの流れ 助成金の流れ
L■ BBLB■ BEB■

3.利用申し込み

契約

厚生労働省
ひと、くらし、み

対象となる団体等

助成の仕組み

事業者等

産 業 医 、

保 健 師 等

一

一

一

■ ■ E

E■ ■

日 田 諷

団体 等

労働者 健 康

安全 機 構

支給の流れに沿つて番号をつけています

1.実施計画提出

2.計画承認

5.助成金申請

6=助成金支給

申講主体

0 Minlstry。「円camh,と 8bourans Wetrar専

"独

立行政法人労働者僻康安全機構



対象となる産業保健サービス等

産業保健サービスで助成対象となるのは以下の①γ②のとおりです。

① 医師、歯科医師による健康診断結果の意見聴取
② 医師、保健師による保健指導
③ 医師による面接指導ド意見聴取
④ 医師、保健師、看護師等による健康相談対応※

⑤ 医師、保健師、′看護師、社会保険労務士、両立支援コiディネーター等
による治療と仕事の両立支援

⑥ 医師、保健師、看護師等による職場環境改善支援ヽ
② 医師、保健師、看護師等による健康教育研修、事業者と管理者向けの産
業保健に関する周知啓発※

※化学物質取扱に係る健康相談、改善指導、研修等も対象になります。

この他、事矛雰のア部を委託する費用も対象となります。

レ原則、先着順で受付します。

>実施計画提出の期日前であっても、予算の上限に達する等の場合は、受付を停止します。

〆切 :令和6年 12月 27日 (金)必着

1の受付後、原則30日以内

計画を承認された期間 (最長で令和 7年 2月 21日 まで)において、
提供されたサービスの費用+事務費の総額の900/。 (上限あり)

計画を承認された期間の最終日から起算し、30日後の日
又は令和 7年 2月 28日のうち、いずれか早い日まで 必着

令不ロフ年3月 31日まで

①郵送 ②Googieフォーム ③jGrants(電子申請システム)のいずれかにより、申請が
可能です。詳細は、右下の二次元コード又はURLをご

｀
確認ください。

本助成金に関する詳細は、こちらをご確認ください。

ご相談、ご買間は、こちらのチャットボットが便利です。

チヤットボットで解決しない場合は下記までお問い合わせください。

お問い合わせが重なると繋がりにくい場合があります。あらかしめご了承ください。
https://www.iohasiЯ O.

Ip/santtvOuhoken/tabi

d/1251/defauit.asx,x

労働者健康安全機構勤労者医療・産業保健部産業保健業務指導課

電話番号 :0570-783046         、

鞠

助成金支給の流れ

実施計画提出
(交付申請)

1

2.計画承認

38助成対象

4日 助成金支給申請

5.助成金の支給

お問い合わせ

(R6.5)


